
産業建設常任委員会  
日  時   令 和 元 年 ６ 月 １ ９ 日 （ 水 ） 午 前 １ ０ 時 ０ ０ 分 ～  

場  所   第 ３ 委 員 会 室  

 

１ 開議 

２ 事務局日程説明 

３ 要望について   

４ 所管分付託議案審査（説明～質疑）   

【上下水道部】   

（１）第２２号議案 公の施設の利用に関する協議について 

【産業観光部】   

（１）第１号議案 令和元年度亀岡市一般会計補正予算（第１号） 

（２）第１０号議案 亀岡市湯の花温泉供給条例の一部を改正する条例の制定に 

ついて 

（３）第１６号議案 亀岡市土づくりセンター条例の一部を改正する条例の制定に 

ついて 

（４）第１７号議案 亀岡市食肉センター条例の一部を改正する条例の制定について 

（５）第１８号議案 亀岡市林業センター条例の一部を改正する条例の制定について 

【まちづくり推進部】    

（１）第１号議案 令和元年度亀岡市一般会計補正予算（第１号） 

（２）第１９号議案 亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

（３）第２４号議案 亀岡運動公園体育館指定避難所施設整備工事（建築）請負契約

の締結について 

５ 討論～採決   

                              裏面につづく 



６ その他   

（１）議会だよりの掲載内容について 

（２）行政視察のまとめについて 

（３）次回の月例開催について 



















行政視察調査シート 

①岐阜県飛騨市（人口２４千人、面積７９２．５３K㎡） 

視察項目① 楽天(株)と連携した飛騨市ファンクラブ事業について 

視察の目的 

（本市の現

状と課題） 

本市では、にぎわいの創出や新たな事業展開が急務となっている。企業や大

学、農商工など幅広い分野との連携により本市の魅力を最大限に生かせる新た

な取り組みが必要である。 

飛騨市は全国で初めて企業と連携して、ファンクラブ事業を設立した。全国

各地から入会申し込みがあり市の PR におおいに効果的となっていることから、

その事例を学び、参考とするため視察調査を行う。 

視察項目の

概要 

 飛騨市の魅力を全国に発信し、飛騨市のファンを全国で発掘。さらにそのフ

ァンが自ら飛騨市をＰＲすることで隠れた魅力を伝えるために設立される。 

楽天(株)との連携事業の一環として位置づけられ、ファンクラブの会員証は

楽天Ｅｄｙカードを導入している。会員がインターネットの買物等で楽天Ｅｄ

ｙカードを利用した場合、利用額の０．１％を楽天(株)から飛騨市へ寄付（企

業版ふるさと納税）する仕組みを構築している。また、会員にオリジナル名刺

を配布し、観光大使のような存在として会員は飛騨市の魅力を発信している。 

随時飛騨市ファンクラブメールマガジンを配信し、飛騨市の魅力を発信して

いる。また、会員のみが協力店舗で受けられる特典がある。 

【事業期間】平成２８年度～ 

【事業予算】４，１７０千円（一般財源） 

【会員数】２，８２２人（平成３１年４月１２日現在） 

【入会金・会費】無料 

考察 参考にするところが多くあった。亀岡市でも、みんなが参加できる「ファン

クラブ」を作って、市内外にもっと亀岡市のことをＰＲしていくべきである。

京都スタジアムもできるので、いい宣伝になると思う。 

いろいろなお店のポイントカードを１つにまとめるなど、調査・研究して取

り組んでいきたい。 

各委員の意

見等 

○本市も楽天とふるさと納税サイトで提携を結んでいるが、飛騨市のように、 

事業提携を結び、商店街の皆様にご協力いただき事業を展開し、ファンクラ 

ブ会員「亀人会員」を募集してはどうか。会員同士の交流拡大により、本市 

の魅力を発信していただき「関係人口・交流人口」増となり、新たな財源確 

保にもつながるだろう。 

 

○本市は既に楽天をはじめ、ふるさと納税サイトに返礼品を登録し、市のＰＲ、

ファンづくりを進めているが、さらに進んで飛騨市のように新規就農者の育

成、ドローンでの物資輸送試験、またＩＴ利活用の促進等で多くの情報を発

信し、本市の魅力を伝える必要がある。 

 



行政視察調査シート 

○ふるさと会員の数と割合が少ないように感じる。住民にとって余りメリット

が無いのか。楽天からの企業版ふるさと納税が、０．１％というのは少ない

のではないか。飛騨古川まつり会館を見学したが、市自ら飛騨市を「過疎先

進地」と紹介しておられ、伝統文化等を大切にされている行政姿勢の一端を

感じた。 

 

○名刺を配って、飛騨市の宣伝をしたファンは、お礼がもらえる仕組みになっ

ており、アフターフォローをしっかりしている。年賀状やＳＮＳ動画の送付

や市長を交えての集いなども行われている。アニメーション映画「君の名は。」

の「聖地巡礼」が話題となっており、この３年間で、１５万人の観光客が訪

れている。確かに新しい発想で企業と連携し、観光客の集客に努めているが、

今一つ財源が乏しく、人が集まりにくい状況である。亀岡市はベットタウン

で何をするにもすごくやりやすいと思う。 

 

○亀岡市においても、飛騨市ファンクラブ事業のように、楽天（株）等と包括

連携協定を締結し、電子マネーを活用した｢京都サンガＦ．Ｃ．ファンクラブ

応援事業｣等を考えてはどうか。亀岡市も返礼品の中に「京都サンガＦ．Ｃ．

ファンクラブ」等の案内や、特典を明記した申込書等を入れることを考えて

はどうか。更に、インバウンド対策や市民の利便性向上のために、クレジッ

ト決済がスマホを利用して簡単にできる、楽天ペイ等のカード決済の導入も

検討すべきである。 

 

○この事業は、飛騨市と楽天との包括連携協定（１０項目）の 1つであり、楽

天と飛騨市との関係性がこの事業の根本にあり、この事業のみを考えるので

はなく、もう少し包括提携を見る事も重要であると考える。キーワードは「包

括連携協定」である。 

 

○飛騨市ファンクラブ会員証(飛騨市オリジナルデザインの楽天Ｅｄｙカード)

と本人氏名入りの名刺が渡されている視点が面白い。また、会員が楽天Ｅｄ

ｙカードを使用するとその０．１％が楽天から飛騨市に企業版ふるさと納税

として寄付される仕組みとなっているが、飛騨市の特産品を買ってもらった

り、飛騨市探訪ツアーの参加費用などを楽天Ｅｄｙカードで決済するなど、

カードが使用されるバリエーションを増やす工夫が必要である。ファンクラ

ブ会員数は、５月２０日現在で２，９５３人となっている。市の人口が毎年

４００人減少しているなかで、地域経済活性化に大きな効果をもたらしてい

る。 

 



行政視察調査シート 

②岐阜県高山市（人口８７千人、面積２，１７７．６１K㎡） 

視察項目① 景観のまちづくりについて 

視察の目的 

（本市の現

状と課題） 

本市には、豊かな自然環境がおりなす景観と亀岡城の城下町として栄えた伝

統的な建物が多く残っており、それらを保全・活用していくことが本市のさら

なるにぎわいにつながると考える。 

高山市は、国が市町村からの申し出を受け選定する、「重要伝統的建造物群

保存地区」に選ばれており、景観の保存・活用の取り組みに対して、国からの

補助や税制優遇措置を受けている。この事例を学び、参考とするため視察調査

を行う。 

視察項目の

概要 

●昭和４７年：市街地景観保存条例制定 

●昭和５４年：三町
さんまち

伝統的建造物群保存地区の選定 

●平成１３年：潤いのあるまちづくり条例制定 

●平成１６年：下二之町
し も に の ま ち

大新町
おおじんまち

伝統的建造物群保存地区の選定 

●平成１８年：景観行政団体景観計画の策定 

●平成１９年：屋外広告物条例制定 

●平成２０年：高山市ポイ捨て等及び路上喫煙禁止条例制定 

景観形成の目標：自然や歴史・文化の保全と継承、格調高い都市景観の創出、

個性あるまちづくりの推進 

考察 高山市民は、景観のまちづくりについてとても協力的であった。亀岡市でも 

住民の意識を高めることから始めなければならないと感じた。 

各鉾町の無電柱化については、亀岡市から国へ積極的に要望を出し、補助金

を取りにいくべきである。今後、地域の意識を高めながら、景観のすばらしい

まちづくりに取り組んでいきたい。 

各委員の意

見等 

○高山市の城下町と亀岡祭の地域や鉾が巡行する地域とのたたずまいなど共通

する点や背景があると感じた。鉾の巡行の妨げになる電線の地中化や景観整

備は地域の力と、国、府などの支援・補助も重要となってくる。高山市の町

並みの保存と文化の保存、観光施策とも一体となったまちの魅力づくりのア

イデアなど参考になった。 

 

○本市も城下町として、景観のまちづくりを進めるならば、保存地区を指定し

目標を立てて、景観に向けた条例を制定する必要がある。 

 

○本市も、２１の保存会（総括は景観町並保存連合会）と市の連携によって景 

観が作られ保存されていることを学ぶ必要がある。あわせて、建造物に対す 

る市の助成制度が大きな役割を果たしていると感じた。 



行政視察調査シート 

○高山市は急速に少子高齢化が進んでおり、そのため、常に危機感を持って市

全体がにぎわいと活性化のために積極的に取り組んでいる。保存地区や保存

区域については、しっかりと補助金も出し、個性あるまちづくりの推進を徹

底している。景観の色を合わせるにあたり、納得してもらうまで交渉するな

ど市民団体や市役所職員が一丸となって戦っているまちである。しっかりと

連携を取り、力を合わせてやっていかなければならないと感じた。 

○亀岡市も、早急に住民の理解を得て、城下町や鉾町を中心とした無電柱化や

町並み形成に取り組み、国の補助金も申請して観光地としての景観を整える

べきである。 

○亀岡市においては景観の取り組みはすでに遅く、亀岡市城下町におい

ても新たな住宅化が進んでいる現状から、新旧の町並みを取り込み一

定の拠点地域を定めた賑わいづくりが必要と考える。 

○町並みを保存する景観保存運動が住民から始まったことがすばらしい。亀岡

市城下町地区の町並み保存も行政に言われてするのではなく、こういう形に

持っていきたい。行政は、市民の活動を後方支援しつつ、行政ならではの取

り組み（条例制定や財政支援）を行って、官民一体の取り組みがなされてい

る。先人の景観に対する取り組みや思いを次世代や新住民にどう伝えていく

かが大きな課題である。行政よりは住民に近い議員の立場で、もっと住民に

関わっていってもいいのではないかと感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



行政視察調査シート 

視察項目② インバウンド観光施策について 

視察の目的 

（本市の現

状と課題） 

本市では、外国人観光客に特化したインバウンドの取り組みは少なく、今後

ますます人口減少が進む中で、まちのにぎわいと活性化のためにインバウンド

観光に対する取り組みは不可欠である。 

高山市は、昭和６１年に「国際観光モデル地区」に指定され、以降さまざま

な取り組みを行い、平成２４年には「国際観光振興」部門において、官公庁長

官表彰を受賞。これまでの、インバウンド観光施策について本市の参考とする

ため視察調査を行う。 

視察項目の

概要 

●昭和６１年：飛騨地域１市１９町村が「国際観光モデル地区」に指定 

●平成８年：市の外国語ＨＰを開設（現在１１言語に対応） 

●平成９年：台湾への誘客活動を開始（以後香港・中国・タイ等へ展開） 

●平成２１年：ミシュラングリーンガイドジャポンに飛騨高山が三ツ星掲載 

●平成２２年：外国人観光客数（宿泊）過去最高１８万７千人 

●平成２３年：「海外戦略室」設置（職員の派遣、海外戦略ビジョン策定） 

●平成２４年：官公庁長官表彰受賞「国際観光振興」 

考察 亀岡市も滞在型観光から、宿泊型観光へ移行する必要がある。いろいろな団

体が、観光に関して取り組みを行っているが、高山市のインバウンド観光のよ

うな効果が出ていない。オリンピックや大阪万博が終われば、インバウンド観

光も一気に落ち込むことが予想される。早めに手を打ち、インバウンド観光に

積極的に取り組むべきである。 

本市としても、積極的な誘客活動を行い、多言語対応やＳＮＳの活用など、

亀岡の魅力を世界に発信していくべきだ。 

各委員の意

見等 

○保津川下りや、トロッコ列車で京都市内へ引き返す現状、日帰りから滞在型 

へ誘導し、市内での回遊など課題を解決していく事が重要である。今後、持 

続可能な財源を確保し、観光資源・民泊やビジネスホテル・温泉、公共交通 

機関を含めた連携を行い、海外へ、また海外から亀岡の魅力発信で誘客増を 

狙う戦略が必要である。 

 

○人口減少や少子高齢化に伴い、国内の観光市場は先細りが予測される。ＳＮ

Ｓやスマホの普及などにより、比較的容易に世界市場を相手にできる環境と

なっていることから、海外の客を増やす必要がある。本市も多言語観光パン

フレット・ホームページなどの充実、Ｆａｃｅｂｏｏｋ・ＳＮＳの活用によ

る情報発信の充実を図る。海外の姉妹友好都市の増加を図る。免税カウンタ

ーを設置するなど今後の課題が多くあると考える。 

 

 

 



行政視察調査シート 

○高山市は、３０年以上に渡って国際観光の取り組みを続けている。観光の国 

内市場が先細り予想される中で、外国人旅行者の獲得によって外貨の獲得・ 

地域活性化の取り組みに力を注いでいる。このために、平成２３年に海外戦 

略課を設置し、ホームページ（１１言語）・９言語によるパンフレット・１０ 

言語の散策マップの作成、ムスリム旅行者の受け入れ体制の整備、職員の戦 

略派遣（香港、パリ、観光庁、ＪＥＴＲＯ、ＪＮＴＯなど）様々な施策を行 

っていることに本市も学ぶことが多い。 

 

○外国の方にわかりやすいように、市の魅力を絞り込み、モニターツアー、現

地の旅行会社との情報交換など徹底している。海外戦略課では、海外に職員

を派遣し、先を見越した観光戦略を考えている。「インバウンドの成功の鍵

はそこに住む人々！」「競争ではなく共早！」などの目標を掲げ、まちづく

りは市民の協力があってこそだと考えている。亀岡市で一番取り組めていな

いので、まずは、市民との信頼関係を作っていくことこそが大切なのではな

いか。亀岡市も今後は、東南アジア系の観光客確保を意識していかなければ

ならないと思う。亀岡の魅力を最大限にアピールし、市民の皆さんのご理解

を得ながら観光客の招致に努めることがますます重要になっている。 

 

○亀岡市もしっかりとホテル誘致を行い、京都スタジアムを中心に観光地とし

ての景観を整え、訪問型観光から宿泊型観光地へと整備していかなくてはな

らない。それをしないとまちの発展もない。 

 

○亀岡市においては、外国人観光客の宿泊はほんのわずかであり、馬堀駅から

京都市内へ戻ってしまう現状から、市内周遊への手立てを歴史・伝統・文化・

価値観・風習・生活様式・商習慣等々の違いを逆手に取った取り組み（例え

ばムスリム）が急務と考えられる。 

 

○日本一の行政エリアを生かし、伝統的な町並みから山間部に至る様々な観光

資源を持ち合わせていて、外国人の様々なニーズに合わせたプレゼンができ

る可能性をまだまだ秘めている。本市でも、ないものねだりではなく、今あ

るものに光を当てる工夫が必要である。そのためには、地域住民が気付いて

いない資源を掘り起こせる人材が必要である。 

 

 



行政視察調査シート 

③愛知県豊橋市（人口３７６千人、面積２６１．８６K㎡） 

視察項目① バイオマス利活用センターについて 

視察の目的 

（本市の現

状と課題） 

本市では、平成３１年１月３０日に、再生可能エネルギーの有効活用促進と

地産地消のエネルギー循環を目的に、月島機械(株)と「年谷浄化センター消化

ガス発電事業に係る基本協定」を締結した。発電開始は２０２１年４月１日を

予定している。 

豊橋市は、平成２９年１０月からバイオマス利活用センターを供用開始して

おり、健全な水循環、資源・エネルギー循環を生み出す２１世紀の下水道のコ

ンセプト「循環のみち下水道」に基づく優れた取り組みに贈られる、平成２９

年度「国土交通大臣賞（循環のみち下水道賞）」を受賞している。バイオマス

利活用の先進地から学び、参考とするため視察調査を行う。 

視察項目の

概要 

【バイオマス利活用センター（平成２９年１０月供用開始）の施設見学】 

ＰＦI 手法（公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用して行う手法）によりバイオマス化施設を整備。 

下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみを処理場に集約し、メタン発酵により

再生可能エネルギーであるバイオガスを取り出す。バイオガスは、ガス発電の

エネルギーとして利活用する。発酵後に残った汚泥は、炭化燃料に加工しエネ

ルギーとして利用。 

●発生するメタンガスを発電利用 

 （販売量：年間６８０万ｷﾛﾜｯﾄｱﾜｰ  一般家庭換算：約１，８９０世帯分） 

●バイオマス資源を１００％エネルギー化 

●温室効果ガスの削減 

●処理コストの削減 

考察 すばらしい施設であった。環境部と上下水道部の２つの部署がまとまり、１

つの方向性を持ちいい事業を展開していた。また、生ごみの分別についても、

市民が積極的に協力していた。 

亀岡市では、人口規模からしてもあれだけの施設を作るのは不可能であるの

で、今後は、委員会として、所管事業である「亀岡市年谷浄化センター消化ガ

ス発電事業」について、本市と事業者がよりよい事業を進めていくよう注視し

ていきたい。 

各委員の意

見等 

○環境先進地を目指す亀岡市において参考になる取り組みであるが、このよう 

な事業を取り組むならやはり横断的な部署の連携が必要であるし、原料とな 

る生ごみの分別など市民の理解も必要となる。また、財源確保として国施策 

に基づいた交付金などが必要となる。今年１月に月島機械㈱大阪支店と亀岡 

市年谷浄化センター消化ガス発電事業に係る基本協定を締結し、３６０世帯 

に相当する約１３２万キロワット時の発電を見込んでいるが、汚泥のみとな 

っている。費用対効果などを、注視していく必要がある。 



行政視察調査シート 

○本市は年谷浄化センターで発生する消化ガスで発電するシステムを構築し、

再生可能エネルギーでの売電収入を得ようとしている。また、ＣＯ２を削減

し、地球温暖化防止に貢献するとしているが、本市は今後人口減少が予想さ

れる中、下水・し尿も同じく減少すると考える。このような状況下で、費用

対効果など総合的な判断が必要と考える。 

 

○豊橋市では、ごみを１１分別し処理をしていたので、生ごみの分別も市民の 

 協力が得られたということであったが、これには感心した。地球温暖化防止、 

再生可能エネルギーの利用等の視点から大いに学ぶ内容である。本市で同様 

の施設は、費用対効果の点から難しいのではないかと思うが、何ができるか 

を考えていきたいと思う。 

 

○亀岡市も新たな取り組みとして「地球と人にやさしいまち亀岡エネルギー新

時代」と題し、エネルギーの地産地消を本格化する「消化ガス発電事業」に

向けて前進しているところである。環境保全に配慮しながら地域活性化を図

り、環境先進都市を目指す亀岡市に貢献できるようさらに邁進していく。 

 

○亀岡市においても、月島機械（株）大阪支社との提携で、「年谷浄化

センター消化ガス発電事業」に取り組んでいるが、費用対効果・採算

性において厳しいものがあり、事業の方向性としては間違っていない

ので、今後、広域連携において事業の進展を図っていくべきである。 

 

○亀岡市では、２０２１年に年谷浄化センター消化ガス発電事業に着手

するところである。亀岡市における今後の事業進捗における費用対効

果はもちろんのこと、環境政策との融合も検証していかなければなら

ない。市民３８万人の生ごみの分別は凄い環境政策である。今後、上

下水道の広域化も検討していく必要があると感じた。 

 

○生ごみの完全分別ができていること事態がすばらしい。市民生活から排出さ

れた廃棄物である有機物を活用してバイオマス発電を行うことで環境に負荷

をかけず、一定の収益を上げることで関係事業費を抑制する効果もあげてい

る。環境部と上下水道部の２部署にまたがることを、プロジェクトチームに

よりなし得ている。これの実現に向けた理事者の姿勢がすばらしい。 

 

 


